第２章〔１〕上場会社の決定事実に関する情報

【非上場の親会社等の変更通知書　様式】
非上場の親会社等の変更通知書
	提出日
	平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	会社名（コード）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

	担当者

部署名
	

	役職
	

	氏名
	

	連絡先電話番号
	


	本資料の枚数　　　　　　　　　　枚


会社名（コード）         　　（　　　　）

１．変更後の親会社等の名称等

	
	親会社等の
商号又は名称
	今回の変更により新たに親会社等となった場合「○」と記載
	「①親会社」又は「②上場会社が他の会社等の関連会社である場合における当該他の会社等」の別

※記号を記入
	親会社等の議決権所有割合（％）
	親会社等が発行する株券が上場されている金融商品取引所等（外国の金融商品取引所等を含む。）の商号又は名称（複数ある場合はすべて記載）

	（１社目）
	
	
	
	
	

	（２社目）
	
	
	
	
	

	：
	
	
	
	
	

	・変更発生日

・変更箇所（前回ご提出いただいた内容から変更のあった親会社等について記載）

・変更理由


※上場会社である親会社等も含め、すべての親会社等について記載してください。

※親会社等がすべてなくなった場合には、「（１社目）」の「親会社等の商号又は名称」欄に「なし」と記載してください。

・親会社等（親会社等が複数ある場合はすべての親会社等）が国内の金融商品取引所に上場されている株券の発行者である場合には、本通知書を提出いただく必要はありません。

⇒　親会社等がない場合　これで終了です。

１社の場合　３．、４．を記入してください。
複数の場合　２．を記入してください。
※「親会社等」とは、「①親会社（注１）」及び「②上場会社が他の会社等の関連会社（注２）である場合における当該他の会社等（注３）」のことをいう。

（注１）親会社　：財務諸表等規則第８条第３項に規定する親会社

（注２）関連会社：財務諸表等規則第８条第５項に規定する関連会社

（注３）「②上場会社が他の会社等の関連会社である場合における当該他の会社等」は、財務諸表等規則第８条第８項に規定する「その他の関係会社」と同義です。

２．親会社等の影響の状況【複数の親会社等を有する上場会社が記入】

	上場会社に与える影響が最も大きいと考えられる会社等の商号・名称
	

	そのように考えられる理由
	


※上場会社に与える影響が最も大きい会社等が複数ある（影響が同等である）と考えられる場合は、そのすべての会社等について記載し、影響が同等であると考えられる理由を記載してください。

⇒　４．へお進みください。

３．開示対象となる非上場の親会社等に変更がある場合

	（１）開示対象となる非上場の親会社等の商号又は名称
	変更前


	変更後



	
	（変更前・変更後の親会社等について記載。該当しない箇所は空欄）



	（２）変更事由発生日
	

	（３）変更発生理由
	該当するものを■としてください。

□①親会社等の異動

□②親会社等の新規上場又は上場廃止
（証券取引所名：　　　　　）

□③その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


４．非上場の親会社等の開示に関する事項【親会社等を有する全上場会社が記入】

※親会社等が複数ある場合は、上場会社に与える影響が最も大きいと考えられる会社等１社について記入してください。
※上場会社に与える影響が最も大きい会社等が複数ある（影響が同等である）と考えられる場合は、いずれか任意の１社を選択してください。

（選択した親会社等の商号・名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	当該親会社等について、その会社情報の適時開示が不要であると考えられる場合には、その理由（①～④）を選択してください。（該当する記号を○で囲んでください。）

①～④のいずれにも該当しない場合は、⑤を○で囲んでください。
	①　当該親会社等が国内の金融商品取引所に上場されている株券の発行者であるため

	
	②　当該親会社等が外国の金融商品取引所等において上場又は継続的に取引されている株券（預託証券を含む。）の発行者であるため

	
	③　当該親会社等について上場会社との事業上の関係が希薄であり上場会社が親会社等について開示すべき事実を把握することが困難であると考えるため

（併せてそのように判断した理由を記載してください。）

［理由］（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	④　当該親会社等が「組合」又は「会社や組合に準ずる事業体」に該当するため

	
	⑤　当該親会社等に関する会社情報の適時開示が必要である場合

※併せて、①当該親会社等の直前事業年度の貸借対照表及び損益計算書（連結ベースのものがある場合には、当該書類も）及び②当該親会社等の「所有者別状況」、「大株主の状況」及び「役員の状況」を記載した書面（有価証券報告書様式（開示府令第３号様式（当該親会社等が外国会社である場合には、第８号様式））に準じて記載）を提出してください。


以　上

※この用紙は複数枚にわたっても構いませんので、ご自由に様式を拡張して記入してください。
	送付先
【ＦＡＸ】０３－３６６６－０６９２

【郵送先】〒１０３－８２２０　東京都中央区日本橋兜町２番１号

株式会社東京証券取引所　上場部上場会社担当あて

【メール】jojo@tse.or.jp
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